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「農業新時代」に果たすべき農業協同組合の役割

2019年、「平成」から「令和」に改元が行われ新しい時代が始まったが、農業の現場に
も新たな時代のうねりが押し寄せている。昨年12月30日にTPP、本年 2月 1日に日欧EPA
が相次いで発効し、自由貿易推進の名の下に諸外国との関税が段階的に撤廃もしくは引き
下げられ、国産農産物は海外との熾

し

烈
れつ

な競争に直面することになった。さらに 4月からは
日本に農産物の関税の早期撤廃を求めている米国との貿易交渉も始まった。
これに対し、政府は農政の重点目標を「世界で戦える強い日本農業を構築する」と定め、

「競争力強化」に重点を置いた施策を次々に進めている。13年以降、官邸が主導する「農
林水産業・地域の活力創造プラン」に基づき、農地中間管理機構を活用した農地の集積、
農業経営体の規模拡大と法人化の促進、収入保険制度の導入、輸出拡大等の諸政策が進め
られてきた。同じ目的の下、15年に農協の事業運営原則として「農業所得の増大に最大限
の配慮をしなければならない」と明記される等の農協法改正が行われ、17年には日本農業
のコスト構造改革に向けた農業競争力強化支援法等が成立した。
そして19年からは、情報通信技術（ICT）や人工知能（AI）、ロボット農機を駆使しデータ
を活用する「スマート農業」が日本農業の新たな姿として示され、生産から出荷まで一貫
した導入体系を開発する実証実験事業が全国69の共同事業体で開始されようとしている。
政府はこれらの政策によって国産農産物の価格競争力を高めるとともに、外部からの新規
就農・参入を促し農業の生産現場を活性化していく方針である。
日本農業がこのような大きな変化に直面するなか、19年 3月 7日に第28回JA全国大会が
開催された。JAグループは、15年10月の前回大会において農協法改正の趣旨を踏まえ「創
造的自己改革への挑戦」を決議し、以来 3年半にわたり農業者の所得増大、農業生産の拡
大、地域の活性化を三大目標とする「自己改革」に組織を挙げて取り組んできた。速報ベ
ースでは、多くのJAで農畜産物取扱高の伸長や生産資材価格の引下げ等の実績が挙がり、
担い手経営体への個別対応や輸出拡大に向けた取組みも進捗している。　
こうした実績を踏まえ、JAグループは今回大会で「創造的自己改革の実践」を主題に

掲げ、「自己改革」をさらに強化し継続していくことを決議した。具体的には、担い手経
営体への総合事業提案や輸出を含む新たな需要開拓、スマート農業等を通じた生産コスト
低減と労働力確保支援など、国の政策とも呼応して農業の現場が直面している諸課題の解
決にJAグループが正面から取り組んでいくこととしている。
同時に今回大会において、農業の競争力強化や所得増大のみに偏ることなく、JAグルー
プの目指すべき目標を「持続可能な農業と豊かで暮らしやすい地域社会の実現」と定め、
それに向け協同組合としての役割発揮に努めていくと決議したことを高く評価したい。
自由競争の時代にも、大規模化し企業化した農業経営体だけで農村の環境・資源と人々

の暮らしを維持していくことは困難であり、日本の農業と農村が調和のとれた姿で存続し
ていくためには、農業法人と家族農業や兼業農家、新規就農者と高齢者など多様な構成員
が農村に存在していることが重要である。そうした地域コミュニティの中核として、農業
協同組合が果たすべき役割は今後ますます大きなものとなっていくと確信している。
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